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成果の概要／木村優介 

 

近年，都市の賑わいや健康的な暮らしという観点から，都市における歩行空間の一層の充実

が都市政策上重要となっている．本研究では，客観的な地理的情報に基づく環境要因から構成

されるウォーカビリティ指標（Walkability Index: WI）に着目し，歩行空間整備とともに，その

周辺地域の歩行環境を定量的に評価しうる計画の方法論を構築することを目的とする．平成 30

年度の助成対象事業においては，「歩行空間整備に対する周辺の Walkability Indexの変化と中期

的な効果分析」に主として取り組みつつ，「歩行空間整備前後の居住者の歩行活動量の変化と環

境要因の変化との対応分析」についても研究を進めた．各研究の概要は以下の通りである． 

 

1. 歩行空間整備に対する周辺の Walkability Index の変化と中期的な効果分析 

本項目においては，以下の 2点について取り組んだ 

1-1. 国外の歩行空間整備事例を対象とした評価手法の比較検討 

Walkability の概念に基づき，歩行空間整備が周辺環境に与える効果について評価可能な手法

を提示し，ニューヨーク・ハイラインにおける実際の整備事例を対象として，提案手法の有効

性を明らかにすることを目的とした．具体的には，Walkability の分析手法の一つである

Walkability Index（構成要素：土地利用混合度・交差点密度・世帯密度）を用いて，ハイライン周

辺エリアの経年変化と同都市内の他の公共空間の周辺エリアの経年変化とを比較分析する手法

（手法 1）と，ハイライン周辺のエリア内の空間をメッシュ化により詳細に分析する手法（手

法 2）の 2つを提示し，それらの考察を通じて検証を行った．地理情報システム（GIS）を用い

た分析の結果，成果として以下が得られた． 

・ 前者の手法 1では，異なる歩行空間・公共空間との直接比較が可能である一方，対象と

する空間の多くが一定の変動を示す場合，標準化の操作により相対的な違いが生じにく

く，有用な分析が困難となる． 

・ 後者の手法 2 ではハイラインの沿線に Walkability Index の向上が見られた．ハイライン

の整備と連動した土地利用変化が生じていることを踏まえると，この変化はハイライン

の整備が要因であると判断できる．特に歩行空間の効果を分布として可視化できる点で，

手法 2は手法 1に比べて有効である． 

・ 後者の手法 2から得られた仮説として，Walkability Indexの値が高い領域を繋ぐように歩

行空間を整備することが効果的である． 

 

1-2. 国内の複数の歩行空間整備事例を対象とした評価手法の検証 

上記の 1-1で得られた「Walkability Indexの値が高い 2つの領域を繋ぐように歩行空間を整備

することがWalkabilityの観点から効果的である」という仮説の妥当性を明らかにすることを目

的として，メッシュ化により歩行空間周辺の詳細な Walkability Index分布を把握する手法を，国

内の歩行空間 4事例に適用して分析した．その結果，以下の成果が得られた． 

・ 対象 4事例のうち，淀川連絡線跡遊歩道（大阪市）と草津川跡地公園（区間 5）（滋賀県

草津市）において，歩行空間整備によるものと考えられる近隣の Walkability Indexの向上

が見られた．これらの事例では，歩行空間整備と連動した住宅・商業の土地利用変化が

歩行空間沿線や内部空間に生じていたことから，周辺のWalkability Indexの向上が歩行空

間整備によるものと判断された． 

・ 淀川連絡線跡遊歩道の結果は仮説の妥当性を支持するものであった． 



・ 草津川跡地公園の結果から，仮説に従わずとも，主として歩行を前提に整備されている

既存街路と歩行空間を接続して整備することが，Walkability Indexの観点から効果的であ

る可能性が示唆された． 

 

2. 歩行空間整備前後の居住者の歩行活動量の変化と環境要因の変化との対応分析 

本項目では，Walkability Indexに基づき歩行活動に影響を与える環境要因を指標化するため，

直近に歩行空間整備が行われた事例の周辺地区を対象に，歩行活動量の変化をWalkability Index

の変化として説明しうるという仮説を検証すること，関連する新たな環境要因について考察す

ることを目的とした．具体的には，滋賀県の草津川跡地公園の周辺を対象に，アンケート調査

により得られた歩行空間整備前後の 2時期における，レジャー・通勤といった目的別の歩行活

動量（頻度・時間）と個人属性，さらに地理情報システム（GIS）により計算された地理的環境

変数（土地利用混合度・交差点密度・世帯密度）から成るWalkability Indexを用いて，ロジステ

ィック回帰分析を行い，歩行活動の有無に対する Walkability Index や個人属性の有意性を時期

ごとに考察した．得られた成果は以下の通りである． 

・ 偏回帰係数から算出したオッズ比とその有意性より，特に日常の用事を目的とする歩行

においては，2時期ともに同じ条件でWalkability Indexが説明力を有しており，Walkability 

Indexの変化と歩行活動の変化を対応付けることが可能であった． 

 

今後の方針として，研究課題 2の内容に関連して，街路の空間構成や空間の質を評価可能な

指標の開発を進め，その有効性や既存の構成要素との重み付けについて検証を行う予定である． 


